
3.1.E6	地球システム観測・予測

3.1.E6.1　気候変動観測

領域の定義

気候変動観測データの取得、生成、蓄積、処理、活用等を扱う。大気中の温室効果ガス（GHGs）や
微粒子（エアロゾル、雲）、短寿命気候強制力因子（SLCFs）、雲などその他の気候変動因子の濃度や
変化の情報を得るためのリモートセンシングや地上観測ネットワークなどの観測技術を対象とする。大
気・陸域、海洋観測時には物理的、生物地球化学的、生物・生態系的な側面から気候とその変動を記
述する必要がある。そのために定義された必須気候変数（ECVs）を直接計測、または間接的に見積
もる現場観測技術の開発や実装、データアーカイブ化、データプロダクト作成なども対象とする。大気・
陸域、海洋に加え、気候変動に大きな影響を与えあう極地、森林（植生）、土地利用変化等の観測技
術も含む。観測ビッグデータのアーカイブ化やデータ処理技術も含む。さらには、各種データの統合的
解析や観測データアーカイブから社会利益をもたらす情報化手法についても対象とする。

ポイント

•	 気候変動に伴う地球環境変化の監視・観測は温室効果ガス排出削減政策の効果検証、数値モデルに
よる予測の検証、科学的知見の社会との共有等、多岐にわたる活用が期待される基盤的な領域とし
て近年重要性がますます増している。2021年の論文数ならびにTop論文数では欧州・米国が首位
を維持しているが中国の増加ペースが顕著である。（図3.1-E6.1-1 b)、図3.1-E6.1-2 a)- d)）

•	 より多くの国と共著関係にあるのは米国であり英国、中国、ドイツがそれに続く。日本の共著相手
国として件数が多いのは米国（25％）、中国（18%）、英国（12%）、ドイツ（11%）だった。（図
3.1-E6.1-3 a)）

•	 論文数上位機関には公的研究機関に加えてフランスのパリ・サクレ―大学のように複数の大学や研
究機関で構成される組織も見られる。単独の大学としては中国科学院大学やコロラド大学が見られる。
（図3.1-E6.1-3 b)）

•	 特許ファミリー件数シェアは中国が抜きんでているが、Patent Asset Indexのシェアでは中国に加え
て米国も上位を維持している（図3.1-E6.1-4 b)、d)）。

図3.1-E6.1-1　　　気候変動観測領域における論文数の動向①
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図3.1-E6.1-2　　　気候変動観測領域における論文数の動向②
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図3.1-E6.1-3　　　気候変動観測領域における論文数の動向③
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図3.1-E6.1-4　　　気候変動観測領域における特許数の動向　
（注）領域との直接の関連性が見いだせないPatent Asset Index上位オーナーはノイズと判断し除外した。

a) 特許ファミリー件数の推移

c) Patent Asset Indexの推移

b) 特許ファミリー件数の各国シェア

d) Patent Asset Indexの各国シェア

e) Patent Asset Index上位オーナー
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3.1.E6.2　気候変動予測

領域の定義

本領域は気候変動研究のうち予測に関する研究開発動向を含む領域である。大気や海洋の物理法則か
ら成る全球レベルあるいは領域レベルの気候モデル、雲解像モデル、海洋モデルなどのほか、エアロゾ
ル、植生、海洋生態系などの要素も取り入れた地球システムモデル（ESM）やそのサブモデルを用い
た予測の高度化に係る研究開発動向を主な対象とする。モデル評価手法、ダウンスケーリング、データ
同化などの基盤技術開発も含まれる。

ポイント

•	 気候変動の予測には数値モデルを用いたシミュレーションが不可欠であり、モデルの開発・高度化が
大型計算機の技術の発展と並行して進められている。論文数ならびにTop論文数では欧州・米国が
首位を維持しているが、中国が急速に数を伸ばしている（図3.1-E6.2-1 b)、図3.1-E6.2-2 a）- d)）。

•	 より多くの国と共著関係にあるのは米国であり英国、中国がそれに続く。日本の共著相手国として件
数が多いのは米国（31%）、英国（20%）、中国（17%）、ドイツ（17%）だった（図3.1-E6.2-3 a））。

•	 論文数上位機関には「E6.1 気候変動観測」と同じく公的研究機関が多い。大気研究のプラットフォー
ムであるNCAR（アメリカ大気研究センター）も上位に見られた（図3.1-E6.2-3 b)）。

•	 特許ファミリー件数シェアならびにPaten Asset Indexシェアは中国が首位だった（図3.1-E6.2-4 
b)、d)）。Patent Asset Index上位オーナーでは中国科学院に加えて複数の大学、中国水利水電科
学研究院（IWHR）、国家電網（State Grid Corporation of China）、三峡集団（China Three 
Gorges Corporation）が見られた（図3.1-E6.2-4 e)）。

図3.1-E6.2-1　　　気候変動予測領域における論文数の動向①
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図3.1-E6.2-2　　　気候変動予測領域における論文数の動向②
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図3.1-E6.2-3　　　気候変動予測領域における論文数の動向③
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図3.1-E6.2-4　　　気候変動予測領域における特許数の動向

a) 特許ファミリー件数の推移

c) Patent Asset Indexの推移

b) 特許ファミリー件数の各国シェア

d) Patent Asset Indexの各国シェア

e) Patent Asset Index上位オーナー
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3.1.E6.3　水循環（水資源・水防災）

領域の定義

水循環の観測・監視や解析・評価、予測に係る研究開発の領域である。水の時間・空間的な分布の動
的な偏りから生まれる水資源としての側面と、集中による洪水災害としての側面をともに含める。空間
として平面方向は全球から流域圏まで、鉛直方向は対流圏の降水から表層水、地下水までとする。観
測・監視は衛星や地上観測、センサネットワーク、同位体分析等を扱う。解析・評価は水循環の自然
変動に加え、気候変動に伴う変化、産業化や人口動態などの人間社会の変化が与える水循環への影響
も含める。予測は、様々なスケールの水循環モデルや統合モデルの開発を扱う。応用として、ダム洪水
調節操作、観測データ連携活用などの水防災への活用についても扱う。基盤的研究を元にした、水資
源の持続可能な利用と管理として河川管理支援やデータ配信、デジタル化等の具体的取り組みに加え、
ウォーターフットプリント等の概念の提示も含める。

ポイント

•	 風水害は主要な自然災害であり気候変動の影響による強度や発生頻度の増加も懸念されているため、
水循環の理解と予測、防災への活用の重要性が以前にも増して高まっている。

•	 論文数やTop論文数の推移を見ると米国、欧州、中国が抜きん出ている。数は少ないがインドの増
加も目立つ。（図3.1-E6.3-1 b)、図3.1-E6.3-2 a)- d)）

•	 より多くの国と共著関係にあるのは米国であり英国、中国がそれに続く。日本の共著相手国として件
数が多いのは米国（15%）、中国（12%）だった。（図3.1-E6.3-3 a)）

•	 論文数上位機関には公的研究機関が多く見られる。中国からは中国科学院に加えて大学（北京師範
大、河海大）が上位に見られた。（図3.1-E6.3-3 b)）

•	 特許ファミリー件数シェア、Patent Asset Indexシェアともに中国が首位だった（図3.1-E6.3-4 b)、
d)）。 Patent Asset Index上位オーナーの中では中国科学院、複数の大学、中国水利水電科学研
究院（IWHR）、国家電網（State Grid Corporation of China）が見られた（図3.1-E6.3-4 e)）。

図3.1-E6.3-1　　　水循環（水資源・水防災）領域における論文数の動向①
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図3.1-E6.3-2　　　水循環（水資源・水防災）領域における論文数の動向②
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図3.1-E6.3-3　　　水循環（水資源・水防災）領域における論文数の動向③
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図3.1-E6.3-4　　　水循環（水資源・水防災）領域における特許数の動向　
（注）領域との直接の関連性が見いだせないPatent Asset Index上位オーナーはノイズと判断し除外した。

a) 特許ファミリー件数の推移

c) Patent Asset Indexの推移

b) 特許ファミリー件数の各国シェア

d) Patent Asset Indexの各国シェア

e) Patent Asset Index上位オーナー
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3.1.E6.4　生態系・生物多様性の観測・評価・予測

領域の定義

本研究開発領域では、陸域、陸水域、海域における生態系や生物多様性の地理的・空間的な分布、時
間的な変動を複合的なスケールから観測、評価、予測するための研究開発を対象とする。具体的には
衛星観測や航空機観測等から得られた画像データの解析、データロガーや音声データ等を使った行動
追跡、環境DNAを用いた分子生物学的分析等が含まれる。また実地での大規模・長期観測や、デー
タ蓄積・配信システムとしてのデータベース構築等の動向も扱う。さらにそれらを駆使しての生態系や
生物多様性の形成・維持機構の解明や将来予測モデルの開発、気候変動や土地改変による影響の予
測・評価も対象に含む。

ポイント

•	 国際的な2030年目標としてのネイチャーポジティブ、自然関連財務情報開示タスクフォース（TNFD）
による情報開示枠組みの策定、自然を活用した解決策（Nature-based Solutions）の国内外での
推進などを背景にして生態系・生物多様性の科学的理解や定量化への関心が高まっている。

•	 論文数ならびにTop論文数では米国、欧州が首位を維持しているが中国が急速に数を伸ばしている
（図3.1-E6.4-1 b)、図3.1-E6.4-2 a)- d)）。

•	 より多くの国と共著関係にあるのは米国であり英国、ドイツがそれに続く。日本の共著相手国として
件数が多いのは米国（26%）、中国（16%）、英国（14%）だった。（図3.1-E6.4-3 a)）

•	 論文数上位機関にはフランス国立開発研究所（IRD）、アメリカ地質調査所（USGS）、CNRS生態学・
環境科学研究所（INEE）など自然環境の観測や研究に従事する機関が見られた（図3.1-E6.4-3 b)）。

•	 特許ファミリー件数シェアならびにPatent Asset Indexシェアは中国が首位だった（図3.1-E6.4-
4 b)、d)）。 Patent Asset Index上位オーナーには中国科学院に加えて複数の大学、中国水利
水電科学研究院（IWHR）、三峡集団（China Three Gorges Corporation）、中国電力建設
（Powerchina）、国家電網（State Grid Corporation of China）が見られた（図3.1-E6.4-4 e)）。

図3.1-E6.4-1　　　生態系・生物多様性の観測・評価・予測領域における論文数の動向①
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図3.1-E6.4-2　　　生態系・生物多様性の観測・評価・予測領域における論文数の動向②
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図3.1-E6.4-3　　　生態系・生物多様性の観測・評価・予測領域における論文数の動向③
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図3.1-E6.4-4　　　生態系・生物多様性の観測・評価・予測領域における特許数の動向
（注）領域との直接の関連性が見いだせないPatent Asset Index上位オーナーはノイズと判断し除外した。　

a) 特許ファミリー件数の推移

c) Patent Asset Indexの推移

b) 特許ファミリー件数の各国シェア

d) Patent Asset Indexの各国シェア

e) Patent Asset Index上位オーナー
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